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第72回労働条件分科会　厚労省に断固抗議し『報告』撤回を要求しよう！
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労働者保護法制の解体狙う「報告」
昨年末の12月27日。第72回労働条件分科会において、厚生労働省は「今後の労働契約法制及び労働時間法制の在り方について(報告)」をとりまとめた。内容は、きわめてひどい。管理職ではない労働者について、残業代を払わず長時間労働をさせることができる「自由度の高い働き方にふさわしい労働時間制度」（ホワイトカラー･イグゼンプション）や、裁量労働制の規制緩和、使用者が就業規則を変更することで労働条件を切り下げることができる制度など、憲法が保障する労働者の権利の体系と、長きにわたる労働者のたたかいの成果である判例法理を根底から崩し、労働者の雇用と暮らしに甚大な悪影響を及ぼすこと必至の提案が、目白押しである。

審議会には、多くのマスコミが取材にかけつけ、全労連・労働法制中央連絡会や他の労働団体など200名が厚生労働省前に集まり、報告書のとりまとめに対して、抗議行動を行った。
審議の成り行きに唖然・・
審議会には、労働者側委員がそろって遅れて出席。審議は15分遅れで開始された。西村健一郎分科会長が開会を宣言し、厚労省大西課長が「報告」を提案した。委員の発言は、使用者側が先に口火を切った。日商代表の渡辺使側委員は、労働契約法について「使用者に新たな義務を課すものであり、法制かする必要はないといってきた。とりまとめは遺憾であり、反対する。時間外労働の割増率アップは反対。イグゼンプションの年収要件は必要なし」と述べた。使用者側からの発言は、これのみ。日本経団連の紀陸委員は口を閉ざしたままであった。使用者側からの唯一の発言が「とりまとめに反対」だったため、会場の空気は一気に緊迫した。続いて労働者側委員が発言した。
田島委員は、労使合意にもとづいてルール化するはずだが、今回のとりまとめはそうしたことになっていないと批判。均等待遇原則確立や有期雇用の規制、請負労働・一人事業主問題への対応がなされておらず、今起きている問題に対応できないと述べた。石塚委員は、就業規則による労働条件不利益変更問題について、「原則認められず、例外として高度の必要性・合理性がある場合にのみ認められる」という最高裁判例を足しも引きもせず法制化することを求めた。島田委員は企画業務型裁量労働制の緩和について、中小企業のためにダブル･スタンダードを設けるのはいかがなものか、と述べた。小山委員は、ホワイトカラー･イグゼンプションの削除を要求した。新田委員は長時間労働の改善、ワークライフ・バランスをとることが議論の入り口だったのに、反映されていないとした。八野委員もイグゼンプション導入に反対した。
最後に、長谷川委員が、「報告」文書にある「審議の過程で出された労使各側委員の意見も十分斟酌しつつ」とある部分を引用、強調して「次の作業をすすめていただきたい」と述べた。

西村分科会長は、労側の長谷川委員の発言を受け、「では、そういうことでまとめさせていただいて、よろしいか」と確認し、分科会を終了。大臣に対する「報告」がとりまとめることになった。

傍聴席から怒りのうなり声。「大きな成果」と胸をはる使用者委員
事務局の提案文書は、使用者側委員の主張のみを受け入れ、労働者保護に係る部分は大幅に削ってきた。労使の意見は鋭く対立し、労働者側委員は最後まで主要な論点について強く反対した。それだけでなく、使用者側委員からも「とりまとめに反対」と意見表明があった。労使合意にもとづくルール化という審議の確認事項からすれば、「報告」はまとめられる状況にない。にもかかわらず、厚生労働大臣への答申が行なわれてしまったことに対し、傍聴者からは憤懣やるかたない怒りの声がうずまいた。
審議会後の記者会見で、労側委員はホワイトカラー･イグゼンプションについて「制度導入は認められないという異例の記述を盛り込ませた。だが、制度創設を削除できなかったのは残念」と述べた。席を立つことを考えなかったのか、との記者の質問に対しては「法案を作る過程で、反対意見を反映させていくため」とした。
一方、使用者側委員を代表して記者会見に臨んだ、紀陸孝日本経団連専務理事は、「新しい働き方の選択肢を増やすことができ、大きな成果だ」と胸を張った。

与党、選挙への影響を懸念
労働者の権利破壊をもくろむ悪法づくりの議論は、国会の場にうつされる見通しとなった。しかし、労働者の怒りが参院選に影響することを懸念し、与党の中にも、慎重論がではじめている。
焦点は「自由な働き方にふさわしい労働時間制度」である。
・「法改正は極めて慎重に対応しなければならない。経営者は人件費の削減ばかりでなく、従業員が報われるような雇用環境の整備にもっと力を入れるべきだ」（自民党丹羽総務会長,４日茨城後援会）

・「基本的には賛成できない。残業代が生活に組み込まれる現実もあったり、職種によって残業の形態が違ったりする。慎重であるべきだというのが基本的な主張だ」（公明党太田代表：６日ＮＨＫ）
ただし、ホワイトカラー・エグゼンプションは、安倍政権の「（財界）成長戦略」の一翼を担う政策であり、与党は本音で全面撤回する気はない（「サラリーマンや家族に歓迎されるべき制度」中川自民党幹事長7日発言）。かりに今通常国会での上程見送りとなったとしても、選挙に勝利すれば、“金で首切り自由化”の解雇の金銭解決制度などとともに再度、法案化が狙われるはずである。
だからこそ、勝機をいかし、０７春闘で労働者の怒りの声をあげて、悪法を完膚なきまでに粉砕しなければならない。さらにその勢いを地域に広げ、地方選挙や参院選挙において政治の場での力関係を変え、労働者が主人公となる社会をつくる展望をもって取り組むことが求められている。
１．１８厚生労働省＆日本経団連包囲・丸の内デモ
○ 厚生労働省前　　　　１０:３０～１１:３０
○ 丸の内仲通りデモ    １２:１０～１３:３０終了予定　
主催：全労連・国民春闘共闘委員会・東京春闘共闘






